様式第２（第６条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）変更交付申請書

　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）を下記のとおり変更したいので、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第６条の規定により関係書類を添えて申請します。
なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従います。
記

１　補助変更申請額
２　変更内容
３　変更理由

　　（注）具体的に記載する。
注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。

２　１の金額欄の上部に（　）書きで当初交付決定額を記載する。

３　添付書類は、様式第１のそれぞれに準じて変更部分について作成することとし、別紙２については、変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載すること。
様式第３（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　号
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付決定通知書
                                                    補助事業者
　平成　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付申請のあった2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）については、平2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（2019年　月　日地温全第　　　号。以下「交付規程」という。）第７条第１項の規定により、下記のとおり交付することを決定したので、通知する。
　　　　平成　　年　　月　　日

一般社団法人地球温暖化防止全国ネット　理事長　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、　　　年　　月　　日付け　　第         号交付申請書のとおりである。
２  補助基本額及び補助金の額は次のとおりである。ただし、事業の内容を変更する場合において、補助基本額又は補助金の額が変更されるときは、別に通知するところによる。
　　　補助基本額　金　　　　　　　　　円　　補助金の額　金　　　　　　　　円
３　事業に要する経費の区分ごとの配分及びこれに対応する補助金の額は、　　年　　月　　日付け　　　　第         号交付申請書記載のとおりである。
４　事業内容の変更等特段の事情がない限り、交付を行う補助金の額は、この交付決定額を上限とする。

５　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付要綱（平成２６年４月１日付け環地温発第14040122号）、地域における地球温暖化防止活動促進事業実施要領（平成２６年４月１日付け環地温発第14040123号）及び交付規程に従わなければならない。
６　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付決定の通知の日から１５日以内とする。
７　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程第４条第２項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。
様式第４（第７条関係）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番　　　　　　号
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）変更交付決定通知書
                                                    補助事業者
　　　年　　月　　日付け　　第　　号で変更交付申請のあった2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）については、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（　　年　月　日地温全第　　　号。以下「交付規程」という。）第７条第１項の規定により、　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定した内容を下記のとおり変更することを決定したので通知する。
　　　　　　年　　月　　日

一般社団法人地球温暖化防止全国ネット　理事長　　印
記
１　補助金の交付の対象となる事業及びその内容は、　　年　　月　　日付け　　第         号変更交付申請書のとおりである。
２  変更後の補助金の額は、次のとおりである。
　　　変更前補助基本額　金　　　　　　　　　円　変更前補助金の額　金　　　　　　　　円

変更後補助基本額　金　　　　　　　　　円　変更後補助金の額　金　　　　　　　　円

増　　 減　　 額　金　　　　　　　　　円　増　　 減　　 額　金　　　　　　　　円

３　事業に要する経費の区分ごとの配分及びこれに対応する変更後の補助金の額は、　　年　　月　　日付け　　　　第         号変更交付申請書記載のとおりである。
４　補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付要綱（平成２６年４月１日付け環地温発第14040122号）、地域における地球温暖化防止活動促進事業実施要領（平成２６年４月１日付け環地温発第14040123号）及び交付規程に従わなければならない。
５　この交付決定に対し不服があるとき、申請の取り下げをすることのできる期限は交付決定の通知の日から１５日以内とする。
６　補助事業における仕入れに係る消費税等については、交付規程第４条第２項ただし書の定めるところにより算定されている場合は、補助金の額の確定又は消費税の申告後において精算減額又は返還を行うこととする。

様式第５（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）計画変更承認申請書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の計画を下記のとおり変更したいので、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第８条第三号の規定により関係書類を添えて申請します。
なお、交付決定を受けて補助事業を実施する際には、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）及び交付規程の定めるところに従います。
記

１　変更の内容               

２　変更を必要とする理由     

３  変更が補助事業に及ぼす影響
注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
２　事業の内容を変更する場合にあっては、様式第１の別紙１に変更後の内容を記載して添付すること。
　３　経費の配分を変更する場合にあっては、様式第１の別紙２に変更前の金額を上段に（　）書きし、変更後の金額を下段に記載して添付すること。

様式第６（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）中止（廃止）承認申請書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）を下記のとおり中止（廃止）したいので、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第８条第四号の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　中止（廃止）を必要とする理由     

２　中止（廃止）の予定年月日         
３　中止（廃止）までに実施した事業内容
４　中止（廃止）が補助事業に及ぼす影響
５　中止（廃止）後の措置             

注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
２　中止（廃止）までに実施した事業の内容については、様式第１の別紙１を使用し記載するとともに、様式第１の別紙２に交付決定額を上段に（　）書きし、中止（廃止）時の実施見込額を下段に記載した書類を添付すること。
様式第７（第８条関係）
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）遅延報告書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の遅延について、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第８条第五号の規定により下記のとおり指示を求めます。
記

１　遅延の原因及び内容
２　遅延に係る金額
３　遅延に対して採った措置
４　遅延等が補助事業に及ぼす影響
５　補助事業の実施予定及び完了予定年月日
注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。

２　事業の進捗状況を示した工程表を、当初と変更後を対比できるように作成し添付すること。

様式第８（第８条関係）

番　　　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）遂行状況報告書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の遂行状況について、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第８条第六号の規定により下記のとおり報告します。
記
	経費の区分
	交付決定額(円)
	実施額(円)
	遂　行　状　況

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	
	


注　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
様式第９(第８条関係)
番　　　　　号
年　　月　　日
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　
2019年度（平成３１年度）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）について、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第８条第十号の規定に基づき下記のとおり報告します。
記
１　補助金額（交付規程第１２条第１項による額の確定額）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
２  消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税
　額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　円
注１　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。

２　別紙として積算の内容を添付すること。

様式第１１（第１１条関係）

番　　　　　号
年　　月　　日
　

　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）年度終了実績報告書
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の2019年度（平成３１年度）における実績について、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第１１条第２項の規定に基づき下記のとおり報告します。
記

１　補助金の交付決定額及び交付決定年月日
　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（　　年　　月　　日　番号）
　　　（うち消費税及び地方消費税相当額　　　　　　　円 ）
２　補助事業の実施状況
　　　　＊　交付規程第８条第五号の規定に基づき全国ネットの指示を受けた場合は、翌会計年度に行う補助事業に関する計画を含む。
３　補助金の経費所要額実績
　　　　別紙のとおり

別紙
経費所要額実績
（単位：円）
	 交 付 決 定 の 内 容
	 年 度 内 遂 行 実 績
	翌 年 度 繰 越 額

	(1)補助事業に
要する経費
	(2)交付決定額
	(3)事　業　費
支払実績額
	(4)補　助　金
受　入　額
	(5)補助事業に
要する経費

（1）－（3）
	(6)補　助　金
所　要　額

（2）－（4）

	
	
	
	
	
	


様式第１２（第１２条関係）
                                                     　　　　　第　　　　　　号
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付額確定通知書
                                             補助事業者
　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付決定した二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）については、　　年　　月　　日付けの完了実績報告書に基づき、下記のとおり交付額を確定したので、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（　　年　月　日地温全第　　　号。以下「交付規程」という。）第１２条第１項の規定により通知する。
記
    　　　確　　定　　額　　金　　　　　　　　　　　　円
   　　　平成　　年　　月　　日
一般社団法人地球温暖化防止全国ネット　
理事長　　 　○　○　○　○印
（超過交付額が生じた場合）
なお、超過交付となった金　　　　円については、交付規程第１２条第２項及び第３項の規定により平成　　年　　月　　日までに返還することを命ずる。
様式第１３（第１３条関係）

番　　　　　号
年　　月　　日
　
　一般社団法人地球温暖化防止全国ネット
理事長　　殿
　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称
　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　印
　　　　　　　　　　
2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金
（地域における地球温暖化防止活動促進事業）精算（概算）払請求書
　　　　　年　　月　　日付け　　　　第         号で交付額確定（交付決定）の通知を受けた二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）の精算払（概算払）を受けたいので、2019年度（平成３１年度）二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域における地球温暖化防止活動促進事業）交付規程（以下「交付規程」という。）第１３条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。
記

１　請求金額            金               　　　円
２　請求金額の内訳
  （概算払の場合）                                               　 (単位：円)
	経費区分
	交付決定額
①
	支　出　費　用　状　況
	概算払
受領済額
    ⑤
	差引請求額
④－⑤

	
	
	実績額
②
	見込額
③
	合　計
④＝②+③
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	    計
	
	
	
	
	
	


  （精算払の場合）                                       　　　(単位：円)
	 交付決定額
	 確定額
①
	 概算払受領済額
②
	 差引請求額
①－②

	
	
	
	


３　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義
４　概算払を必要とする理由（概算払の請求をするときに限る。）
注　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が請求すること。

